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⑤研究の目的・目標  

  

 火山地域において今後とも発生が予想される土砂災害を科学的根拠に基づいて

効果的に防止・軽減するため，次の(1)～(10)について，現地調査・観測，資料解

析，室内実験及び数値シミュレーション法を通じて究明する．すなわち，(1) 降

雨浸透・流出機構の解明・予測技術の開発，(2) 深層・表層崩壊発生機構の解明・

予測技術の開発，（3）崩壊危険度評価法と危険斜面の抽出法，（4）崩壊発生の

限界降雨条件，（5）泥流の流動機構および泥流による危険領域の推定法,(6)流木

の生産・流出・捕捉機構と氾濫に対する影響評価法，(7) 火山地域の土砂・流木

流出機構の解明・予測技術の開発，(8)災害対応策，(9)地球温暖化による降雨特

性値の変化と災害外力に対するその影響の評価，さらに(10)これらの技術を統合

することによって， 火山地域の土砂流出に対する予警報システムと効果的かつ効

率的な砂防施設の設計・配置を支援するシステムを提案する．  



 

⑥研究成果 
 

（１） 降雨浸透・流出機構の解明・予測技術の開発（里深G） 

(1-1)火山灰ならびに火山性土壌の飽和・不飽和水分特性の計測技術の開発 
 火山灰ならびに火山性土壌の飽和・不飽和水分特性（土壌の体積含水率θと圧力水頭ψの関係，ならび

に土壌の透水係数 K とψの関係）を，簡易かつ低コストで計測するために，蒸発法に基づく新たな実験

装置を開発した（図 1.1）．本装置は，従来装置と異なり動水勾配計測に分解能の高い差圧計を用いるこ

とで，透水係数算定精度の大幅な向上を図っている．また，従来装置と異なり下面から水分蒸発させる

ことで，飽和定常浸透法を同時に行える利点がある．さらに，図 1.1右端に示した多孔質板アタッチメ

ントを取り付けることで，不飽和定常浸透法にも容易に応用できる． 
 本装置を用いて，伊豆大島の火山灰や火山性土壌の飽和・不飽和水分特性の計測を行った．実験では，

テフラ（火山灰土）とレス（風積土）を 100 cc サンプラーに詰め，それぞれに対し 3 回の繰り返しで行

った．図 1.2 に，テフラとレスの全ケースで得られた K－ψ曲線を示す．図中には，蒸発法の３ケース

に加えて飽和透水係数 Ks を示している．テフラは湿潤領域において不飽和透水係数 K が高く，乾燥に

伴い K が指数関数的に減少する曲線が良好に計測されており，繰り返し実験による再現性も概して高か

った．ただし飽和付近において値に乱れがみられ，乾燥に伴う Ksからの連続的な低下も得られなかった．

レスの K は湿潤領域においてテフラより２オーダー程度小さい一方，乾燥に伴う減少が緩やかな傾向が

みられた．繰り返し実験による再現性も高く，テフラとは異なり，飽和付近における K の乱れもなく，

乾燥に伴い Ks の値から連続して低下する良好な計測結果が得られた． 
 図 1.3には，湿潤領域（0 > ψ > -100 cmH2O）における

テフラの K－ψ 曲線を拡大して示した．この図より，テ

フラは蒸発法により ψ < -35 cmH2O，K < 5.09 × 10-4 
cm/sec の範囲で信頼性の高い計測が行われたが，それよ

り湿潤側は計測が不安定であったといえる．これは本装

置による蒸発法計測の有効範囲を示しており，2 本のテ

ンシオメータ間の動水勾配が約0.0054以上の範囲が計測

可能区間であることが，経験的に示された．一方，既往

研究の計測範囲は概ね K < 1.0 × 10-6 cm/sec である．この

ように本装置は計測精度の向上により，K の計測可能範

囲を従来装置より２オーダー程度引き上げることに成功

した．さらに図 1.3 には，不飽和定常浸透法（定常法）

で計測された K－ψ曲線も併せて示した．計測値は-4 > ψ 
> -40 cmH2O，2.0 × 10-3 > K > 2.5 × 10-4 cm/sec の範囲に存

在し，乾燥に伴う連続的な減少傾向を示した．さらに，

飽和側では Ks と，乾燥側では蒸発法による K－ψ曲線と

良好な連続性を示した．以上から，飽和付近の湿潤領域

における透水係数が大きいテフラの場合は，蒸発法と不

飽和定常浸透法を組み合わせることにより，飽和から乾

燥領域までの全域において連続的な K－ψ 曲線を計測で

きることがわかった．一方，飽和付近の透水性が低いレ

スの場合は，蒸発法のみで連続的な K－ψ 曲線を計測で

きることが示された． 
 水分特性曲線（θ－ψ曲線）に関しては，従来の加圧板

法による計測結果と比較することで，蒸発法により計測

された水分特性曲線が十分な精度を持つ事例を示すこと

ができた．蒸発法では，加圧板法に比べて計測時間を大

幅に短縮できた． 
 以上のように，本研究開発によって，火山灰や火山性

土壌の飽和・不飽和水分特性を迅速かつ容易に計測でき

る装置ならびに手法を提示することができた． 
 

図 1.1 蒸発法装置本体とアタッチメン

ト 

1.E-8

1.E-7

1.E-6

1.E-5

1.E-4

1.E-3

1.E-2
-500 -400 -300 -200 -100 0

透
水
係
数

K 
(c

m
/s

ec
)

圧力水頭ψ (cmH2O)

テフラ

テフラ

テフラ

テフラKs
レス

レス

レス

レスKs

図 1.2 蒸発法で計測した K－ψ曲線 

図 1.3 K－ψ曲線の拡大図（テフラサンプル） 
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⑥研究成果（つづき） 
 

(1-2) 継続的な火山灰供給と降雨履歴による表面流

出発生特性の定量的評価法の構築 
 現地降雨実験から得た累積降雨と表面流出率の関

係とX-band MPレーダから推定した降灰量時空間分

布を降雨－流出モデルに組み込むことで，降雨の累

積により火山灰層表面に形成されるクラストが表面

流出を促進し（図1.4），流域の流出が増大すること

が示された（図1.5）．また，2010年のメラピ火山噴

火後の，Putih川，Gendol川における土石流発生頻度

と上流域のNDVIの関係から，上流域のNDVIが0.4未
満の面積割合の経年変化により土石流の発生頻度や

ピーク流量の経年変化を推測できること，特にNDVI
が0.4未満の割合がPutih川，Gendol川ともに火山噴火

前の値になると土石流が発生しなくなることがわか

った（図1.6，図1.7）． 
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図 1.6 Putih 川上流域における平均

NDVI と NDVI が一定値未満の面積割合

 

図 1.7 Gendol 川上流域における平均

NDVI と NDVI が一定値未満の面積割合

 

図 1.5 （Case A）固定の浸透能，（Case B）

累積降雨がなくクラスト未形成，（Case C）

累積降雨 200 mm でクラスト形成での桜

島・有村流域における流出量計算結果 

 
図 1.4 （Case A）固定の浸透能，（Case B）累積降雨がなくクラスト未形成，（Case C）

累積降雨 200 mm でクラスト形成での桜島・有村流域における表面流水深計算結果 



 

⑥研究成果（つづき） 

（２）深層・表層崩壊発生機構の解明・予測技術の開発（里深G） 

(2-1) 深層崩壊のメカニズムと崩壊規模の予測 
降雨波形と崩壊規模の対応について検討するため，昨年度までに開発したCPMPによる現地調査，お

よび多層構造を有する斜面における間隙水圧モデルを用いた解析を熊本県阿蘇地域で実施した．間隙水

圧モデルに3つの崩壊発生降雨（1990年，2001年，2012年）を与えたところ，間隙水圧が大きく上昇す

るすべり面が降雨ごとに異なることが示された．このことは，同一地域であっても降雨波形によって崩

壊の規模（深さ）が変化する可能性を示しており，予測される崩壊の規模に応じた警戒避難を行う重要

性が示唆された（図2.1～2.3）． 
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図 2.1 多層構造を有する斜面の間隙水圧モデル（一昨年度導出） 

図 2.2 CPMP，透水試験に 
より求めた阿蘇地域におけ 
る土層構造 

図 2.3 阿蘇地域において土砂災害を発生させた降雨の降

雨波形（(a)1990 年 6 月 29 日~，(b)2001 年 6 月 28 日~，
(c)2012 年 7 月 11 日~）と，多層構造斜面の間隙水圧モデ

ルによって計算された深さごとの間隙水圧の変化（(d)~(f）） 



 

⑥研究成果（つづき） 

 

(2-2) 植生を考慮した表層崩壊発生機構と予測モデルの構築 
昨年度までに開発したストリームチューブによって流域全体を分割しそれぞれのチューブ単独で降

雨浸透・流出と斜面安定を解析する手法を
用い，伊豆大島災害流域での解析を高精度
で実施するとともに，広島災害流域でも解
析を実施した（図2.4, 2.5）．その結果，
火山地域である伊豆大島流域のように比
較的土層深が均一で，しかも土層物理性も
均質な対象においては，非常に精度良く崩
壊発生箇所を再現計算できることが示さ
れた．一方で，広島災害流域の様な花崗岩
等の地質からなる流域では，実際の崩壊箇
所を精度良く再現することができなかっ
た．これは，広島災害流域が伊豆大島流域

に比較して，土層深や物理特性の不均一性
が大きい地域である事から，それらを均一

な値と仮定した本研究での解析が不十分
であることが大きな原因であると考えら
れる．また，流出解析では，降雨の土層内
での不飽和鉛直浸透を無視している事も，
現象を正確に再現できない原因でもある． 
伊豆大島での表層崩壊解析結果におい

て，それぞれのチューブで発生した単独の
崩壊土を等加速度運動させて，崩壊下端を
通過した土塊が土石流化するとして斜面
領域において土石流の流下挙動を解析し
た．その結果を図2.6に示す．この解析結
果においては，斜面崩壊が降雨ピーク前に
徐々に発生し，滑動した土塊は水分不足
のため崩壊面直下に一旦堆積した後，降
雨のピークに伴って急増する表面流流量
によって，再度流動化して土石流となり，
斜面領域下部においてピーク波形をもつ
ような挙動を示すことが解析されてい
る．この土石流流量変化を下流での土石
流氾濫・堆積挙動を解析する手法に対し
て，土石流供給波形として提供すること
ができ，降雨浸透・表層崩壊・土石流流
下・氾濫・堆積の土砂災害に関わる一連
の挙動を解析することが可能となった． 

図 2.4 伊豆大島災害解析結果（表層崩壊） 

図 2.6 伊豆大島災害の表層崩壊解析結果から土石

流流量への連続解析結果（上図：ハイエトグラフ，中

図：崩壊土砂積算量と表面流流量，下図：土石流流量） 

図 2.5 広島災害解析結果（表層崩壊） 



 

 
図 3.1 SWImaxと MNUC の関係 
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⑥研究成果（つづき） 

 

（３）崩壊危険度評価法と危険斜面の抽出法（江頭 G） 
(3-1) 崩壊発生危険度評価法 
本年度の研究成果は，分布型崩壊概念モデル（以後は DLCM と称する）による崩壊発生危険度評価

法（成果①）と，降雨確率に対応した崩壊危険斜面の抽出法（成果②）の２つである．成果①は，豪雨

の崩壊発生危険度評価に関し，分布型崩壊概念モデル（以後は DLCM と称する）からの出力指標によ

る評価の有効性および既往指標に対する優位性について，土壌雨量指数との比較によって検討したもの

である．成果②は，ハード対策等における外力設定，土砂災害発生時の降雨外力の評価等について一般

に確率降雨が用いられていることを踏まえて検討したものであり，成果①をベースとしている．対象範

囲は過去に 2度の豪雨（1958 年狩野川台風，2013年台風 26号）により土砂災害が発生した東京都伊豆

大島の西側区域（面積約 10.1km2）に設定した． 
検討対象豪雨として大島観測所の降雨データ（1950 年から 2015 年までの期間）を対象に，各降雨イ

ベントの中から，1，2，3 時間最大雨量，土壌雨量指数最大値のいずれかが上位 10 位に入るものを抽

出した．結果として，過去に災害が記録されている 2013 年台風 26 号および 1958 年狩野川台風の２イ

ベントを含む 22 イベントを抽出した．DLCM は窪田らによって提案された分布型ブロック集合モデル

に準拠する．本モデルは対象空間範囲に対し一定の大きさに分割された矩形セルを基本要素とし，地下

水位計算過程および無限長斜面安定解析による崩壊判

定過程の 2 過程から構成される．計算手順は基本要素

の平均飽和度に対して地形勾配に応じた側方流動とセ

ル底面からの鉛直浸透流を発生させ，次の時間ステップ

において水収支の連続条件より計算される飽和度から

地下水位を計算する手順をとる． 
DLCM 出力指標による崩壊発生危険度評価法（成果

①）：対象豪雨の入力に対しモデル出力は崩壊発生危険

斜面数の時間変化として算出される．崩壊危険斜面の最

大値（MNUC）を崩壊発生危険度評価指標とし，MNUC
出現時刻における土壌雨量指数（SWImax）と比較した

結果を図 3.1 に示す．図 3.1にて決定係数が 0.91であ

り，DLCM の出力値と極めて高い正の相関関係を示して

いる事実は MNUC の有効性が SWI の有効性と同様に担保

されていることを示す．また SWImax，MNUC の両指標

値の最上位２つが災害発生降雨イベントと対応してい

るが，SWImax は DLCM から導出された指標であり，

SWI 単独のみでは本結果を得ることが出来ないことを

確認している．このことは，DLCM 出力値のみの単一

指標による危険度評価の可能性を示唆し，DLCM の指

標値による評価手法の優位性をある程度まで支持する． 
降雨確率に対応した崩壊危険斜面の抽出法（成果②）：

２つの災害発生降雨を対象に実降雨波形を DLCM に入力

した場合の MNUC の空間分布と実際の崩壊・土砂流出範

囲が明確となっている台風 26 号の表層崩壊・土砂流出

範囲を比較することで検証した．結果を図 3.2に示す．

本図より大規模な土砂災害が発生した台風 26 号の崩壊

危険斜面の範囲と実際の崩壊・土砂流出範囲が概ね対応

していること，また台風 26 号による崩壊の特徴として，

狩野川台風では見られなかった大金沢の上部山腹斜面

に位置する平滑斜面において大規模表層崩壊が発生し

たことがあげられるが，これについてもある程度まで再

現している．以上の結果は．DLCM による空間分布評価

の妥当性を支持するものである． 

 
図 3.2 両台風による崩壊危険斜面【赤】

と台風 26 号の崩壊・土砂流出範囲【黄】  
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（3-2）崩壊率に着目した崩壊危険斜面の抽出法 

山崎らは（2016a, 2016b）豪雨に伴う山腹崩壊や土石流の時空間分布を予測し，それに伴うハザード

を評価するための土砂災害シミュレーターの構築に努めている．シミュレーターのエンジンは，地形モ

デル，降雨流出モデル，及び崩壊・土石流の発生・非発生モデルから構成されている．ここで，地形モ

デルは，標高に関する５メートル×５メートルメッシュあるいは 10 メートル×10 メートルメッシュの

数値データを用いて再現され，地形表層は崩壊を引き起こす表土層とその下層から構成されている．降

雨流出は，浸透流および表面流から構成され，これらの流れは，平面２次元座標を用いて記述され，浸

透流はダルシー則に従い，表面流は拡散波近似に従うものとされている．さらに，崩壊の発生・非発生

は，無限長斜面の力のつり合い条件を用いて判定される． 
上述のモデルを用いて豪雨時の山腹崩壊の時空間分布を予測するためには，地形表面を構成する表土

層の水文・土質パラメーターを設定する必要がある．しかし，対象流域において，表土層の厚さ，浸透

能，透水係数，内部摩擦角および粘着力を適切に定める必要があるが，表土層の厚さ以外のパラメータ

ーについては，実験等によってこれらを定めることは容易ではないし，それは，これまでの経験から判

断すると合理的でもない．そこで，2013 年伊豆大島豪雨災害，2014 年広島豪雨災害及び 2016 年岩手

県小本川豪雨災害において，小流域を抽出し，それぞれの小流域において一定の値を用いて実際の現象

をどの程度表現できるかを調べた．一例として，小本川の例を示す． 
図 3.3 は，2016 年小本川豪雨災害を対象としてシミュレートした山腹崩壊である．図の上段には降

雨分布が示されている．空中写真には崩壊土砂の移動痕跡も示されている．予測された崩壊は，移動痕

跡の源頭部近傍にあって，この流域においても崩

壊は的確に予測されている． 
上述の解析は，１平方キロメートル程度あるい

はそれ以下の小流域を対象として行われている．

これらの結果によれば，表土層の厚さや透水係

数，摩擦角，粘着力などの水文・土質パラメータ

ーを一定とした取り扱いにかかわらず，山腹崩壊

や土石流の発生分布はほぼ適切に予測できるこ

とが示されている．このことは，これらのパラメ

ーター以外に崩壊を支配するパラメーターとし

て，斜面勾配とその地点の流域面積が考えられ，

この二つのパラメーターによって，崩壊の起こり

易さが表現できることを示唆している．そこで，

2014 年広島豪雨災害を対象として，各メッシュ

の流域面積と勾配に着目して，所定の降雨に対す

る各メッシュの崩壊率を調べてみる．ここでは，

降雨に対する各メッシュの抵抗力の強弱を調べ

るのが目的であるから，一定強度の降雨を考えて

おけば十分であり，ここでは雨量強度 80mm/h の

降雨を崩壊数がそれ以上増加しなくなるまで与

えて，崩壊の発生を調べた．図 3.4 は，この結果

を各メッシュの勾配と流域面積の平面上におい

て調べたものである．これによれば，崩壊は勾配

と流域面積に支配されており，勾配が急なほど，

また，流域面積は大きいほど崩壊に対する抵抗力

は小さくなることが分かる．以上より，各メッシ

ュの斜面勾配と流域面積に着目すれば，地盤標高

に関する数値データを用いて崩壊危険斜面の抽

出が容易にできるものと推察される． 
 
 

     

 

 
図 3.3 小本川小渓流の崩壊分布予測 

（2016 年 8 月）

 

 
図 3.4 各メッシュの勾配と流域面積の平面上に

おける各メッシュの崩壊率（2014 年広島豪雨災

害，県営緑ヶ丘住宅に流入する小流域） 
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（４）崩壊発生の限界降雨条件（江頭 G） 

（4-1）崩壊発生の限界降雨条件 

本年度は，有珠山，阿蘇山などで土層構造の調査を実施した．調査には土壌水分計付貫入抵抗試験

機（CPMP）を用いた．調査地点では土層の断面構造も記録した．また，各層の不撹乱土壌サン

プルを採土円筒により採取し，持ち帰り分析し，土壌水分，および飽和透水係数を求めた．  
有珠山火口縁南側斜面（図省略）と，阿蘇山箱石峠付近（図4.1）における土層構造，CPMPによる

測定と透水試験の結果の比較から，土層構造に対応した貫入抵抗値と体積含水率，飽和透水係数の深度

分布が見られた．貫入試験の結果は，有珠山南斜面では，軽石を多く含む層で貫入抵抗値が大きくなる

が，阿蘇山では層序に応じて変化するが，レスやテフラの組成との対応関係は明確ではなかった．一方

で，体積含水率についてはレス層で高いという結果は共通した．飽和透水係数はレス層で高かった． 
体積含水率と飽和透水係数について全データを比較し，場所によらず同一曲線上にプロットされた

（図4.2）．ただし，場所によってプロットが存在する範囲は異なった．これらの結果は次の2つの点で

意味をもつ．まず，CPMPで得られる体積含水率の鉛直分布に基づき，崩壊発生の限界降雨条件に関わ

る透水係数に関して，おおまかな土層構造を推定することが可能だと考えられる点である．もちろん土

壌水分は降雨などに伴い時間的に変動する．しかしながら，伊豆大島における長期的な観測結果から分

かるように，特に根系による吸水の影響が小さい深度（伊豆大島，有珠山，阿蘇山では数十cm以深）で

は，保水性（透水性）に応じて降

雨停止後に体積含水率は急激に低

下する一方で，以降の無降雨期間

の減少は緩やかであることが図4.

2の結果になる．次に，崩壊発生の

際にすべり面となるレス層の透水

性は地域によって異なると考えら

れる点である．レス層（風成層）

は基本的には風で運ばれた微細な

土砂の堆積によって構成される層

なので，地域によらず同様な組成

を取る可能性もあったが，図4.2

から，レス層に関しても実際には

地域ごとに異なる組成を呈すると

考えられる．したがって，崩壊発

生の危険雨量を評価するためには，すべり面となるレス層

の透水係数を火山地域ごとに調査する必要がある． 
昨年度までの研究成果より，伊豆大島のように基岩が明

確に存在しない火山地域では，豪雨時に相対的な難透水面

となるレス層上に一時的な地下水位が形成されることで

斜面崩壊が発生すると考えられた．地下水位形成への側方

流の影響が小さいため，鉛直浸透プロセスと（無限長）斜

面安定解析の組み合わせで崩壊発生の限界降雨条件を得

ることが可能となる．本年度の成果より，伊豆大島以外の

火山地域でも同様の取り扱いができる可能性と，崩壊発生

の限界降雨条件を簡易に明らかにするためにCPMPによる

調査が有効であることが示唆された． 

 
図4.1 阿蘇山（箱石峠）における土層調査結果  

 

 
図4.2 体積含水率と飽和透水係数の関係 
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（4-2）土砂災害発生の限界降雨条件 

現在，豪雨に伴う土砂災害危険度情報は，所定の正方メッシュに 3 段タンクモデルを適用して降雨流

出計算を行い，それから求められる土壌雨量指数に基づいて配信されている．この情報は，5 キロメー

トル四方あるいは 1 キロメートル四方の領域において，これまでに雨水がどの程度貯留されているかを

示したものであって，災害発生の危険度を定性的に知るためには有効である．ただし，この情報は，土

壌雨量指数と一時間雨量の平面上において，災害の発生と非発生を議論するものであって，そのために

収集された資料に対応した地域の災害情報であり，個々のメッシュに対応した情報ではないことに留意

する必要がある． 
土砂移動等のハザードに着目すれば，災害の地域性は，地形特性および水文・土質特性の違いに依存

するものと思われる．さらに，小流域に着目すれば，透水係数，表土の摩擦角および粘着力を一定とし

た扱いによって崩壊・土石流の発生がかなり精度よく予測できることも分かっている．そこで，連続雨

量と一時間雨量の平面上における崩壊の発生数に着目して土砂災害発生の限界降雨条件を検討する． 
図 4.3 は，伊豆大島大金沢において，一定の雨量強度，例えば，30mm/h, 60mm/h, 90mm/h・・・

を持つ降雨を長時間与えて，小流域においてそれぞれ，200, 300, 400, ・・ 及び 700 箇所の崩壊を生

じる降雨条件を連続雨量と一時間雨量の平面上で求めた曲線群である．図には，過去の大雨がスネーク

曲線で示されている．これらの大雨のうち，土砂災害があったのは，1958 年狩野川台風の時の雨と 2013
年の雨である．1981 年と 1982 年にもかなり激しい雨はあったが，それらによる土砂災害の報告は見ら

れない．1958 年と 2013 年の

雨が曲線を横切りそれ以外

の雨は曲線を越えていない

ところの曲線を捜すと，崩壊

数 500 を生じる曲線がそれ

に該当する．このようにして

見いだされた曲線は，土砂災

害発生の限界降雨条件を表

すものと推察される． 
図 4.4 は，図 4.3 で求めた

限界降雨条件および 2013 年

伊豆大島災害をもたらした

降雨をスネーク曲線で表現

したものである．上述したよ

うに，図の曲線は大金沢流域

における土砂災害発生の限

界降雨条件に相当するもの

である． 
上述の方法によれば，所定

の崩壊数を生じる降雨条件

が，連続雨量と一時間雨量の

平面上において曲線群とし

て求められ，過去の災害デー

タが一つでもあれば，曲線群

の中の一つの曲線が指定さ

れる．指定された曲線は，土

砂災害発生の限界降雨条件

に相当することから，複数の

災害データがなくても，限界

降雨条件の設定ができる． 
 

 

 
図 4.3 流域において所定の崩壊数を生ずる降雨条件（大金沢，伊豆

大島 
 

 
図 4.4  伊豆大島大金沢における土砂災害発生の限界降雨条件 
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（５）泥流の流動機構および泥流による危険領域の推定法（江頭G） 

（5-1）泥流・土石流の規模の決定機構 

微細土砂の相変化現象の特性が泥流の流動特性に与える影響などを検討するため，粒径の小さい土砂

を主材料とした土石流（泥流）を対象とし，斜面崩壊起源の土石流（泥流）の数値シミュレーションを

実施した．対象とした土石流（泥流）は，2014年に発生した広島市安佐北区可部東地区の土石流（泥流）

である．対象とした土石流（泥流）は，伊豆大島で2013年に泥流発生した地域と同様に粒径の小さい土

砂を主材料としている．計算対象地域は広島市安佐北区可部東地区の南側の斜面であり，平均斜面勾

配が約22度で斜面の下には家屋が存在する．家屋の下には，南西に面した約8度の緩やかな斜面が存在

する．斜面から流出してきた土砂は非常に細かい．解析では，細粒土砂の相変化を考慮している．つま

り，静止状態の土砂が流動化することにより，土砂の中の細粒土砂が水と混合して流体化すると考えて

いる．なお，粒径の大きい土砂はそのまま固体として振る舞う． 
図5.1に数値シミュレーションにより得られた相変化を無視した場合の流動深の時間的な変化を示

す．また，図5.2に同一の条件で，相変化を考慮した場合の流動深の時間的な変化を示す．相変化を無

視すると，土石流（泥流）は急勾配斜面下端で静止し，さらに下流には流れていない．しかし，相変化

を考慮すると，平均斜面勾配8度の下流の緩勾配区間まで土石流（泥流）が流れていることがわかる．

つまり，細粒土砂の相変化により，土石流（泥流）の流動性が高まることがわかる．土石流（泥流）は

急勾配斜面下端の家屋よりもさらに下流に流れ，細粒土砂が多い2014年に発生した広島市安佐北区可部

東地区の土石流（泥流）でも，伊豆大島の泥流と同様に細粒土砂の相変化が発生していると考えられる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（a）20 秒後         （b）60 秒後         （c）120 秒後 

図 5.1 流動深の時間変化（相変化無視） 

（a）20 秒後         （b）60 秒後         （c）120 秒後 
図 5.2 流動深の時間変化（相変化考慮） 
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（5-2）蛇行河道における泥流の流動特性    
既存の土石流の研究は直線水路を対象としたものがほとんどであるが，実渓流の多くは湾曲部を有し

ており，土石流の流動特性に大きな影響を与えていると考えられる．そこで，本実験は，直線河道と湾

曲河道の 2 種類の水路形状で実験を行った（図 5.3）．これより，直線河道であれば，水路下流端での濃

度はピークを一つだけ有し，土石流先端部の濃度が非常に高い．一方，湾曲河道では，湾曲部で一時的

に土砂が堆積し，それらが後続流で再浸食される現象が発生するため，濃度のピークが複数現れるとと

もに，土石流先端部の濃度が直線部よりも低下する一方，土石流の後続流の土砂濃度が高いことがわか

る． 
 

 

 

（６）流木の生産・流出・捕捉機構と氾濫に対する影響評価法（江頭 G） 

（6-1）橋梁部における流木捕捉状況と洪水氾濫への影響 
＜シミュレーションによる検討＞  
橋梁部における流木捕捉状況とそれが洪水氾濫に及ぼす影響を調べるために，山形県・吉野川を対象

とした流木捕捉・洪水氾濫調査のデータ解析を行うとともに，洪水氾濫シミュレーションを実施した．

対象洪水イベントは2014年7月の台風12号接近時である．この時には，図6.1(b)に示すように，大量の流

木が橋梁部に捕捉されており，2013年台風26号時の伊豆大島元町地区と同じく，洪水氾濫が発生した． 
 

 
図6.1 伊豆大島（a）と山形県最上川水系吉野川(b)，(c)における流木捕捉状況 

 
 そこで，このような流木捕捉が洪水氾濫委及ぼす影響を調べるために，1D-2Dカップリングモデルに

よる洪水氾濫シミュレーションを実施した．ここでは，河道部には1Dモデル，氾濫域には2Dモデルを

それぞれ適用する．橋梁部における流木捕捉の効果としては，マニングの粗度係数を増加させることで

数値シミュレーションに取り込んだ．この粗度係数は，実測の痕跡水位と合うように河道部の流下方向

に変化させる形でチューニングされた．その結果，本数値モデルは，痕跡水位の観測値や水位観測所の 
水位時系列データを概ね再現できた．また，図6.2に示すように流木捕捉の有無による越流量を算出し 

（a）実験水路            （b）水路下流端での濃度の時間変化 
図 5.3 実験水路と水路下流端での濃度の時間変化 
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た結果，流木捕捉の有無により越流量が大きく変化することが示された． 
 

 
図 6.2 越流量の縦断分布 

＜実験による検討＞  
実験水路の勾配は4/100とし，定常流条件の水深は7cm，流速は1.19m/s，フルード数は約1.4と設定し

実験を行った．上流（ゲート急開装置の位置）から1.8 mの位置に木製の橋桁モデル（厚さ2.4cm）を設

置した．橋桁モデルの下端は底面から7cmとした．図6.3(a)に実験ケースの概要を示す．流木の橋桁部

への閉塞状況を評価するために，集積率（％）を用いた．流木モデルは，直径0.3cm，長さ18cm，流木

の比重は生木の比重（0.9-1.0程度）と同様の値になるよう，実験開始前に約1時間水つけて調整した．実

験には100，150，200本の流木を使用した．根鉢モデルは直径2cmで柔軟性を有するココヤシ繊維を使用

した．「流木モデルのみ」と「流木モデルと根鉢モデル」について実験を行った．  
 根鉢ありの流木集積率は根鉢なしの場合と比べて増えた．定常流実験では流れが安定しているため，

根鉢なしの場合では流木モデルが整列した状態のまま流下する様子が見られた．しかし，非定常の場合，

根鉢ありの場合においては流木モデルおよび根鉢モデルが絡み合い，塊のような状態で流れることで橋

桁モデルにおける捕捉効果が高くなり，集積率の増大に繋がった（図6.3(b)）． 
 落差工と橋桁の距離が流木長さの1.5倍のケースでは，投下した流木のほとんどが集積せずにそのまま

橋桁部を通過した．これに対して，落差工と橋桁間の距離が流木モデルの長さと同等である場合には，

根鉢の有無にかかわらず，定常・非定常条件下において高い集積率を示した（図6.3(c)）．橋桁モデル

直前に落差工がある場合，流木モデルが慣性力で橋桁方向に飛び出しやすいことに加え，流木モデルに

流下方向に対して縦の回転運動が加わり，橋桁に衝突・集積しやすくなったと考えられる．落差工が橋

桁直前，特に流木の長さと同程度の位置にある場合は流木の集積率を大きく増大させるが，橋桁直下お

よび流木の長さの0.5倍程度に位置する落差工は載り越し防止装置と同じような特徴を示し，水面形およ

び流木の挙動と集積率に影響を与えると考える．本研究により，橋桁上流側にある落差工は橋桁までの

距離が流木サイズと類似した値の場合に，集積率に影響を与えることが明らかとなった． 

(a)            (b)               (c) 
図6.3 流木捕捉実験 (a)実験概要，(b)根鉢ありの場合の集積率，(c)落差工との距離の関係（流木モ

デルは18cm） 
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（6-2）流木の衝突および捕捉に関する基礎実験 
 前年度までに幹をモデル化した流木モデルの衝突時間・衝突力の知見を得たので，本年度は根鉢の影

響を考慮した実験を，特に付加質量力の変化に注目して行なった． 
全長6.5m，幅0.5m，高さ1.5mの矩形断面を有する循環式開水路（定常流実験）と，空圧式造波ゲート

の急開により段波を発生させて非定常実験を行った．空圧式造波ゲートから下流1mの位置に木製の家屋

モデルを配置した．家屋モデルには分力計を取り付け，水路中央に設置し，流体力・衝突力・流木衝突

後の波形の立ち上がり時間を計測した．定常流実験のフルード数は約0.8．非定常実験では家屋設置位置

における入射波の最大水深4cm，入射波先端の流速は0.9m/s，最大フルード数は約1.2-1.4と設定した． 
流木は互いに絡み合うことで，一つの塊(流木群)となって，構造物に衝突する．それらの現象を再現

するため，流木モデルの中央を紐で連結し流木群モデルを作成した．樹冠・根鉢つき単体流木モデルに

は，木モデルの幹部は直径0.4cm，長さ12.5cmとした．根鉢部分では材質の差を見るため，ヘチマロン

（空隙があり堅い）とココヤシ繊維（空隙があり柔らかい）の2種類を使用し，流木モデルの幹部と接

着した．ケース名については，流木モデルが家屋モデルと衝突する面を前面，それに対して反対側を後

面とした(N：根鉢なし，Y：ココヤシ繊維，H：ヘチマロンとする)． 
 単体モデルの根鉢直径と流木モデルの衝突時間については，根鉢モデルの直径が大きくなるにつれ

て，衝突時間も長くなる傾向がみられた．これは流木モデルが家屋モデルと衝突する際にココヤシ繊維

がクッションのような働きをしたことによるものであると考える． 
単体モデルの根鉢直径と流木モデルの衝突力の関係からcase NYやcase YY，case HY，case YHのよ

うにココヤシ繊維が関係しているケースにおいて高い衝突力を示した．特に，case NN（根鉢なしのケ

ース）と比較して衝突力が最大で約3倍程度まで大きくなった．ココヤシ繊維を用いているケースにお

いては衝突時間も大きな値を示し衝突力を減少させる効果があるため，衝突力の増大は別の効果による

ものと考えられる．すなわち，根鉢モデル内部および周囲において水を拘束したことによる影響，すな

わち，付加質量力の影響が大きいと考える．ココヤシ繊維はヘチマロンと比較してある程度密な素材で

あることから，衝突時に根鉢モデル前後および内部においてより多くの水を拘束したと考えられる． 
図6.4に単体モデルおよび群モデルにおける力積Fdt（流木の衝突力×流木の衝突時間）と運動量mV

（流木の質量×流木の速度）の関係を示す．同図(a)より，単体モデルにおいてそれぞれの根鉢モデル

直径に対して付加質量係数を求めると，根鉢モデル直径1，2，4cmにおいてそれぞれ1.38，1.44， 
1.83程度となった．同様に，同図(b)よりの群モデルでは，根鉢なし，根鉢直径1cm，2cmについて定常

流で0.86，1.47，1.75程度となった．また非定常では0.82，1.67，1.78程度となった．根鉢なしの場合に

１を下回っていることより，流木群の場合は内部摩擦などによって消費されるエネルギーの影響も大き

いことが推定される．群モデルの根鉢なしでの係数は，内部摩擦影響も含む係数であるので，根鉢がつ

いた際の付加質量係数による影響は実際には2倍程度となると推定される． 本研究により，流木群にし

める根鉢の影響をモデル化することの重要性と，付加質量係数の知見を得た． 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)               (b)       
図6.4 流木衝突実験 (a)単体モデル実験結果，(b)群モデル実験結果 
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（6-3）湾曲流路における流木群の流動と集積過程 
鈴木・渡邊の研究が沙流川での流木集積調査から指摘したように，内岸砂州やその上に繁茂

する樹林帯に残存した流木が多く見られている．ここでは，こうした状況を想定し，図6.5に樹

木群を伴う内岸砂州を取り込んで橋脚周辺の流木集積状況を時系列的に示した．図6.6には，流

木集積による縦断水位の変化を示した．ここでは，最終的に流木が多く集積した第４橋脚と内

岸の間における水位縦断を示している．これより，上流側内岸寄りに流れてきた流木群は湾曲

中心で外岸に向かい，内岸寄りの流木数は少なく，樹林化した中州がない場合はほとんど通過

してしまう．また，樹木のない中州で，中州上での冠水深が流木径に比べて十分大きい場合で

も同様である．しかし，計算結果が示すように，樹林化した中州の先端では流木塊の集積が生

まれ，こうした傾向は現地観測でもよく指摘されている．特に，こうした状況が樹林地の破壊

の引き金になることが報告されている．  
 

   
（a）7分経過後               (b)20分経過後 

図6.5 樹木群を有する内岸砂州と橋脚での流木流動の数値シミュレーション結果 

 

 
図 6.6 橋脚による流木集積の水位増分（縦軸：水深 m，横軸：流下距離 m） 

 
 
（７）火山地域の土砂・流木流出機構の解明・予測技術の開発（里深G） 

流木の流出機構を解明するために，すなわち暗渠や橋脚への流木の閉塞過程を解析するための一流体

モデルと3D-DEMの提案を実施した．2次元浅水流方程式と3次元個別要素法を組み合わせた数理モデル

により大金沢流路工をまたぐ道路橋の閉塞過程を計算した（図7.1）．その結果，流れの表面が道路橋

と同程度の標高に到達したため，流木が道路橋に引っかかったと推測できた（図7.2，図7.3，図7.4）．

大金沢流路工の周辺に存在した株立ちし枝分かれした立ち木が流路工に流れ込んだことも，閉塞の一因

と推察された． 
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図7.1 大金沢流路工TINモデル        図7.2 大金沢流路工における水面形(縦断) 

   
図7.3 大金沢流路工における水面形(横断)     図7.4 流木の軌跡の計算事例 

 

先述の手法は，詳細に流木の運動を追跡するが，計算に時間・コストを要する．土石流の到達範囲の

把握を目的とした計算では，流木による橋脚閉塞の発生の有無が最も結果に影響する．そこで，流木の

橋梁への閉塞に関する水理実験を実施した（図7.5）．山地河川を対象とした射流領域で，伊豆大島災

害で見られた橋脚のない橋梁モデルを採用した．実験結果から流木濃度が大きくなるほど，また流木長

/余裕高が小さくなるほど閉塞が起こりやすくなることを確認した（図7.6左）．また，実験結果から閉

塞が発生する境界を検討して，以下の近似式を得た． 
     

ここで，y:流木濃度，x:流木長 /余裕高を示す（図7.6右）．すなわち，近似式より上の領域は閉塞し

て，下の領域では閉塞しないと考えられる． 
平成26-27年度に改良したモデルや得られた知見を活用して，入力が煩雑でなく且つ計算負荷が少ない

方法を採用して，火山地域の細粒分を多く含む大規模土石流の挙動，砂防施設の効果，下流における暗

渠・橋の閉塞，道路・家屋の影響を考慮した数値シミュレーション手法を構築し，GUIを実装してGIS
と連携したシステムを用いたシミュレーション手法を提案した． 
 
 

 
図7.5 水理実験の概要（左）と橋梁モデル・流木モデル（右） 

 

 

𝑦 = 0.2354𝑥−0.66 
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図7.6 実験結果（左）と閉塞発生の境界（右） 

 
 
（８）災害対応策（江頭G） 

（8-1）構造物対策 

 伊豆大島のように火山地域には地形の開析が進行せず，起伏の小さな尾根を有する流域では，土石流

が流路から尾根を越えて流下する恐れがある．特に，火山地域ではこの危険性を踏まえた砂防堰堤の施

設や，尾根を越える地点もしくはその下流での導流堤の配置という施設計画立案が必要となる．ここで

は，既往の火山地域での対策や，土石流が尾根を乗り越えて流下する恐れのある渓流に有効な対策の考

え方を示す．なお，本報告においては個別の火山における整備計画を提案するものではないため個別の

名称を提示せず，実在する火山の地形状況等を踏まえたケーススタディとして検討を行う． 
 

＜既往の火山地域での土砂災害対策＞ 

全国で火山砂防事業を実施している火山のうち，火山山麓周辺での土石流対策が進んでいる火山を選

定し，試行的に施設の整備状況をレビューした．選定した火山の流路沿いの起伏量と砂防堰堤の施設配

置を考える（図省略）．火口に近いエリアで比較的開析が進み7 - 12 m以上の起伏を示す流路がある．山

麓の流路は比較的開析が進んでいないと考えられる3.0 m未満の起伏量を示す流路が分布しており，概ね

起伏量は下流に向かうにつれて小さくなるよう遷移している．砂防堰堤は流路周辺起伏量が3.0 - 7.0 m
以上の比較的起伏の大きい谷形状を呈していると想定される流路区間に分布し，流路沿いの起伏が小さ

く，土石流が乗り越えていく恐れが高いと考えられる区間よりも上流で対策が行われている．一方で，

山体北部に位置する沢では，砂防堰堤が整備されているものの，その上流の山麓中腹に起伏量が3.0 m未

満となる流路の区間がある．しかしながら，それらの上流には土石流を堰堤に導流するための導流堤が

整備されており，ある程度，谷地形が十分に発達していないと想定される地域では対策が行われている

ものと考えられる．山麓周辺を概観すると，砂防堰堤等の整備が行われていない渓流の中には，起伏が

小さく，大きく湾曲した区間もある．この渓流では，土石流が尾根を乗り越える恐れについてのリスク

評価を行い，必要に応じ，湾曲地点よりも上流での対策，そのような対策が困難な場合はA沢のように

砂防堰堤への導流といった対策の検討を行う必

要がある． 
 

＜開析が進んでいない渓流の土石流対策＞ 

比較的開析の進んでいない渓流を有する火山

を対象にケーススタディとして試行的な検討を

行った．山麓周辺の流域内には，細かい水系網が

分布し，従前の調査で設定された流域の中腹から

流域外に流路が伸びている場合がある．本検討に

おいては，土石流が尾根を越えて流下するおそれ

のある渓流のほか，このような流域内の流路が直

接流域外に伸びる箇所を含め，B沢，C沢を対象

とした（図8.1）． 
 

 

 
図 8.1 B 沢と C 沢 
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B沢では，流域の中腹から流域外に伸びた流路を有

しており，この流路から土石流が発生した場合，氾濫

範囲が拡大するおそれがある．対策手法として，図8.2

に示すように，案１：砂防堰堤や遊砂地といった土砂

を捕捉する施設による対策と案２：導流堤といった土

石流を渓流内流路へ導流する対策が考えられる．案１

の土砂を捕捉する対策の場合，当該領域の流路深さは

1～2 m程度しかなく，通常の砂防堰堤の整備は袖の陥

入等を考慮すると困難である．このため，代替工法と

して遊砂地が考えられるが，地盤が緊密な溶岩である

ため掘削は困難であり，この場合は築堤による遊砂地

として土砂を貯留することが有利と考えられる．この

場合，当該地点で想定される土砂量を捕捉するために

は高さ2 m，延長650 mの築堤が必要となる．一方で，

案２の場合，土石流が施設を越えない高さは，施設に

土石流が衝突する前後の水頭比較により堤高1.5 mと

して導流堤を整備するものと考えた．B沢本川までに，

深さ1～2 m程度の溶岩皺を２本またぐため，導流堤は

延長100 mと200 mの２基が必要となる．これらの比較

検討からは，山麓の地形や地質特性に起因する施工性

や経済性を考慮すると，案２のような導流による対策

が有効と考えられる． 
次にC沢で検討を行った．当該渓流は溶岩上で土石

流が拡散して隣接するD沢方向に流下し，県道に到達

した段階でさらに氾濫が広がり観光施設に影響を及

ぼす可能性がある．これに対して，土石流の分岐を上

流で抑制するために溶岩上で導流堤を整備する案１

と，溶岩下の観光施設直近で建築物を保全する導流堤

を整備する案２を検討した（図8.3）．計画施設の規

模は同等である．案１は有効な手法になりうるが国立

公園特別保護地区内であり施工には制約条件となる．

一方で，保全対象直近で対応する案２は土石流を隣接

するD沢の流路に導流することになる．D沢の下流で

は，砂防施設が計画されており，土石流は下流で捕捉

されることが期待される．上流の施工に制約条件があ

る場合は，隣接する渓流に安全に流下させ，その下流

で計画されている砂防施設により土石流を捕捉する

ことも検討する必要がある． 
対策の方法としては，土石流が尾根を乗り越えて流

下する可能性のある地点より上流で，安全に流下可能

な流路まで導流する方法が最も効率的と考えられる．しかしながら，C沢のように，対策箇所の施工に

制約条件がある場合などは，隣接渓流に安全に導流して，その下流で土石流を捕捉することが有効な場

合もあるので施設配置の計画においては留意する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

図 2.8.1-3 B 沢の対策案１ 
 

 
図 8.2 B沢の対策案１（上），案２（下） 

 

 
図 8.3 C沢の対策案１，２ 
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（8-2）泥流が小流域界を越える条件 

伊豆大島の被災した地域では，地形の開析が進んでいない．そのため，泥流が流域界を越えるこ

とやリッジを超えるようなことが起こった．このような地域のハザードを評価するためには，泥流

や土石流が流域界を越えることを想定したマッピングが必要である．本節では，泥流が流域界を越

えるかどうかを容易に評価する方法を開発した（詳細は様式C-12を参照）．  
図 8.4 は，リッジのモデルである．リッジの上り斜面を図のようにモデル化する．この斜面における泥流

の停止距離 sx′が斜面長 cx′よりも長い場合には泥流はリッジを超え，短い場合には斜面の途中に停止するもの

とすれば，泥流がリッジを越えるか否かを容易に判定できる．図 8.5 は，開発モデルから求められる停止距

離であって，上流側斜面の勾配をパラメーターとして停止距離を示している．リッジの斜面長が図の原点側

にあれば，泥流はリッジを超えることを示している． 
この方法は，泥流が流域界，あるいはリッジを超え

るかどうかの判定を大量にしかも迅速にする必要があ

る場合には有効である．しかし，これはあくまで近似

的な方法であるので，詳細な判定が必要な場合には，

数値シミュレーションとの併用が望ましい．  
 泥流の発生から流下経路，および氾濫域は，災害危

険領域である．災害危険領域は泥流の規模に依存し，

災害危険領域内の災害危険度は，一様ではなく，日常

的な生活空間として利用できるところから利用を著し

く制限しなければならないところまで，多様である． 
 泥流による災害危険度は，一般の洪水災害危険度指

標にみられるような氾濫水深，氾濫水の運動量や運動

エネルギーに相当する物理量等の指標と泥流の規模の

発生確率を用いて評価できるものと思われる．たとえ

ば，次のようである． 
泥流の規模：M1, M2,・・・, Mｎ (Mn-1 <Mn) 
危険度指標 

流動深：h1～hi（hi-1<hi） 
堆積深：d1～di（di-1<di） 
運動量：m1～mi（m1-1<mi） hvm ρ=  

ここに，m は単位面積当たりの運動量である． 
図 8.6 は，泥流の氾濫・堆積領域における危険度分布の模式図である．これに示すように，氾濫危険領域

における危険度の平面分布を示し，危険度に応じた土地利用を実施することが重要である． 
 

 
 

(a)堆積深の分布    （b）運動量の分布 

図 8.6 規模 Mi の泥流氾濫に伴う災害危険度の分布 
 
 
 

 
図 8.4 リッジの模式図 

 

 
図 8.5 泥流の到達距離 
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（8-3）土砂災害後の復旧期に求められる災害リスク情報に関する考察   

＜大島町における住民アンケートの分析＞ 
2015年7月12日から15日に，元町地区を中心としてアンケート調査を実施した．調査方法は主として

留め置き調査であり，一部郵送調査を併用した．有効回答数は176であり，回収率は約56%である．この

分析結果から，避難勧告により全住民が避難することは無く，他の直接的な促進情報や避難先を知って

いる，守るべき家族がいるなどの複雑な要因により避難行動に移ることがわかった．どのような住民が

存在するか解明を行うことで，全住民の避難行動を促し，迅速な避難になると考え，行政による避難勧

告と近隣住民による避難呼びかけに着目し，その傾向をみた．図8.7に避難のきっかけにおける行政情

報と近所情報でのクロス集計を示す．肯定の意を表す，そう思う，思うと答えた回答者を避難するとし，

それ以外の回答を避難しないとした．行政情報と近所情報を合わせることで，約7割の回答者避難する

傾向にある．両方とも反応しない人は他の避難きっかけで避難すると答えているが，8人だけはどの情

報にも反応しない結果となった．災害に対して恐怖を抱いているか，行政を信頼しているか，避難所等

の確認・非常持出品の準備をしているか，確認・準備により避難効率性や安全性が向上すると思ってい

るかについても分析を行い，肯定の意を示す人ほど避難勧告で避難する傾向にあることが分かった．以

上から，避難を促す情報は行政から防災行政無線等を通じて伝達されるだけでなく，Face to Faceでの呼

びかけも重要であること，平時から防災活動を行う人々は行政の情報に反応しやすく，他者への伝達の

価値もあることから，これらをうまく機能させた情報伝達が避難を促すためには有効である． 
 

 
図8.7 避難勧告，近所の呼びかけで避難する人 

 
＜災害後の暫定版ハザードマップの作製・公開の課題＞ 
 2015年度の分析では，被災後に発行された暫定ハザードマップの有効性と，平成25年台風26号被害時

に作成された暫定版ハザードマップの問題点について考察した．この考察では，住民目線での要求分析

の必要性，つまり，土砂災害で滑りきらず残った土砂はどこにあり，それらがもし滑った際に，どのよ

うな流れでどこに吸収されるかということについての情報提示の必要性を示した．本年度は，このよう

な試みを，誰がどのように実現していくかについて，阿蘇地域の事例をもとに考察した．熊本大学では，

この梅雨時期の出水を懸念して，土砂災害による2次災害予測危険個所マップを作成し，周知をおこな

った．この事例は，豪雨による土砂災害に起因するものではないが，暫定ハザードマップの作製や周知

の手法に対して大きな示唆を与えていると考える．そこで，以下の考察を行った． 
 (a)暫定ハザードマップは誰が作るべきか：伊豆大島では，東京都が暫定版を作成した．行政から発信

する情報は，責任が付きまとうため，科学的な根拠に基づいたものであり，曖昧な要素を含んだものは

取り扱いにくい．それゆえ，多くの住民にとってはすでに分かり切った情報が記載されると考えられる．

これに対して，阿蘇の事例では，熊本大学が2次災害予測危険個所マップを作成した．作成に当たって

は，現地を熟知する研究者が，地震後にも何度も足を運び，そのうえで住民の目線を入れて，危険領域

を設定している．大学が作成することで，利用者は，このマップ個人の判断で解釈する必要があること

を意識することとなる点がこの方式のメリットであると考えられる．逆にこの方式のデメリットは，作

成者への信頼がなければ作成されたマップを利用する人がいなくなる．しかしながら，熊本大学は阿蘇

地域での土砂災害に対して，行政，地域と連携して取り組んできた歴史があり，南阿蘇村の住民からも

信頼される関係を，災害前から築いていたことで，この問題は回避することができた．この事例から，

行政以外でも信頼できる期間が暫定ハザードマップを作成することが，より現実的な対応となる． 
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(b)暫定ハザードマップはどのように住民に周知すべきか：不確定であるが緊急を要する情報が掲載され

た暫定ハザードマップは，利用者目線で作成できたとしても，利用者に周知できなければ，価値が発揮

できない．大島の事例では，暫定版ハザードマップは，全戸配布を行った上でインターネット上にも公

開していたが，住民へのヒアリング調査では，「そういえばそんなマップが配られていた．」という反

応が多く十分な説明がなされていたとは言い難い状態であった．取り扱いの難しいマップであるからこ

そ，その理解に関しては粘り強い説明が必要であることを示した例となっている．これに対して，阿蘇

の事例では，インターネット上への公開は行わず，熊本大学主催で住民避難説明会を４回実施し対応し

ていた．これには熊本大学の平常時からの取り組みが関係している．熊本大学では，水害・土砂災害に

備えたソフト対策を推進するプロジェクトを継続的に行っており，住民・行政を交えた予防的避難（就

寝時間帯に災害の危険性が高まることが予測される際の就寝時間前の自主的避難）を推進するワークシ

ョップを南阿蘇村で行っていた．このワークショップ参加者を中心にして説明会を行ったことで，危険

地域居住者への周知を行うことができたと考えられる．このことから，対象地域の居住者への周知ため

には，配布やインターネットへの公開だけでは不十分であり，説明会は必須である．さらに説明会は全

員が参加できるようなアレンジ（複数回開催や個別訪問など）が必要であろう．阿蘇の事例は，熊本大

学が作成し，熊本大学が平常時の社会貢献を兼ねた研究活動の流れから説明会を開催しており，理想的

な進め方であった．しかしながら，全国のすべての土砂災害危険区域でこのような体制を組むことは難

しく，稀有な成功事例であったと考えるべきであろう．このような体制を組めない場合には，外部の専

門家（被災地域に関して精力的な調査・分析を行っている人が望ましい）を巻き込み，平常時の地域防

災活動の延長として説明会を開催することで，周知に努めることが現実的であろう． 

 

（９）地球温暖化による降雨特性値の変化と災害外力に対するその影響（江頭 G） 

土砂災害につながりうるような降雨特性の変化を推定する事を目的として，本年度は降雨の時空間特

性の予測モデルを選定し，50年，100年後の降雨特性値を評価した．平成27年度は，伊豆大島に焦点を

置いて台風の接近と大雨に関する解析を行ったが，平成28年度は解析対象を全国に拡大し，日本の10地

点を対象として台風の接近と大雨との関係を解析した．なお，以下の内容は武川ら（2017）を一部引用

している． 

台風の接近と大雨との関係の分析は，伊豆大島の大雨と台風の関係について平成27年度に行った分析

と同様に以下の手順で行った．気象庁が提供する台風のベストトラックデータから，1951年～2014年の

台風経路情報をまず抽出する．これらの経路情報を，自己組織化マップ（クラスター分析手法の一つ）

に入力し，過去の台風の経路パターンを20通り抽出する．更に，各経路パターンに対応する台風が，対

象とする観測地点に接近（対象地点と台風中心との距離＜500km）した日の日降水量を，各台風パター

ン毎に調べる．なお本稿では，北海道，本州，九州の計4地点（札幌，伊豆大島，彦根，大分）につい

て調べた結果を述べる． 

また，平成28年度は，MPI (Max-Planck-Institute)の全球気候モデルから抽出した台風物理特性値の

将来期間と現在期間との差分を，台風の統計モデル（楠原ら，2012）に与えて，現在及び将来期間それ

ぞれに対して大量の台風を統計的に発生させ，各パターンの台風発生数の将来化を調べた(将来シナリ

オはA1Bで，将来期間は2081～2100年とした)．本年度は全球気候モデルとしてMPIに加えてCCCMA

（Canadian Centre for Climate Modelling and Analysis)を利用して各パターンの台風発生数の将来

変化を調べた． 

図9.1には，ベストトラックから抽出した20通りの台風経路パターンを示す．図9.1より，フィリピン

海で発生した台風や日本を縦断する台風など，様々な経路の台風がSOMで抽出されている事が分かる．

図9.2には，1951年～2009年における年最大日降水量を，浜松，彦根について示す．また，年最大日降

水量が観測された日に台風の接近があった場合は，該当する台風パターンの番号を示している．これら

各台風パターンの接近と各観測地点の年最大日降水量の関係を調べた．この図より，彦根・大分におい

てもパターン11の台風は極端な大雨との関係が強いが，彦根ではパターン14の台風，大分ではパターン

8やパターン4の台風によっても大雨がもたらされていることが分かる．また，札幌はパターン8とパタ

ーン11の台風による降水量が多く，特にパターン8の台風の場合に極端な大雨となっていた．一方伊豆

大島の大雨はパターン11の台風の接近と関連が強く，伊豆大島で400mm以上の年最大日降水量が現れ

た日は全て，パターン11の台風の接近と対応していた． 
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図9.3には，MPIおよびCCCMAから得た台風物理量の将来変化確率台風モデルに与えて，各台風パター

ン発生数の将来変化を調べた結果を示す．ノード2，3，6，17といった台風パターンは将来減少傾向に

あるように見える．また，伊豆大島を初めとした複数の地点の大雨との関係が強いノード11の台風は，

MPI・CCCMAのどちらでも僅かに減少という予測結果になっている． 

本年度の解析では，将来の台風変化を抽出する対象とする全球気候モデルとして，MPIにCCCMAを加え

た解析を行ったが，気候モデルの相違による将来変化の不確実性を考慮するために，更に多くの全球気

候モデルを利用して分析することも重要である．また，将来シナリオにはA1Bを用いたが，

RCP(Representative Concentration Pathways)等のより新しい将来シナリオを使った分析を行う事も今

度の課題である． 

 

 
 

 

 

 

(a) 彦根 (b) 大分 

図 9.2 1951 年～2009 年における彦根および大分の年最大日降水量．年最大日降水量が観

測された日に台風が対象地点に接近していた場合は，そのノード番号を示している． 

図 9.1 ベストトラックから抽出した20通

りの台風経路パターン．各パターンに対応

するノード番号を赤で示す． *武川ら

（2017）の図を一部改変したもの． 

図9.3  MPIおよびCCCMAから得た台風物

理量の将来変化確率台風モデルに与えて

求めた各台風パターン発生数の将来変

化．横軸はノード番号，縦軸は回/年． 



 

⑥研究成果（つづき） 
 

(10) 土砂災害防止事業検討のための統合システムの提案（里深G） 

火山地域における降雨流出や斜面崩壊の発生に関して得られた知見は，土砂流出予測の上流側境界

条件として用いることができる．すなわち，降雨流出および斜面崩壊予測の高度化は土砂流出予測の

精度向上に直結する．また，火山流域においては細粒土砂が高い割合で存在することが多いため，流

れの解析において細粒土砂の果たす役割を無視することはできない．本研究ではこういった事象に対

して高度な検討を行い，その結果得られた予測手法を火山地域の土石流の発生事例に適用してその妥

当性を確かめた． 

効果的かつ効率的な砂防施設の規模・配置を特定するシステムを構築するために，入出力部にGUIを

実装しGISと連携した土石流シミュレーションが可能なシステムであるHyper KANAKOをベースとして，

上記の研究で提案された方法や計算モデルを導入した．この新たなシステムによるシミュレーション

を実際の流域や災害事例に適用して，実務上有効な検討が可能なことを確認した． 

統合システムによる解析の一例として、図10.1に伊豆大島大金沢流域における表層崩壊と土石流の

連続解析結果を示す。この様に、表層崩壊による崩土量の供給がより現実に即した現象を再現できる

ことで、実務上有効な解析結果が得られることが分かる。 

図 10.1 表層崩壊-土石流統合システムにて解析された土石流流動深（水深＋堆積厚）の最大痕跡 
（a: C = 0.44, b: C = 0.30） 

a) 

b) 
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特になし． 

⑩研究の今後の課題・展望等 

 

2013年伊豆大島のような火山地域にて予想される大規模土砂災害に対する防災・

減災対策立案のための科学的知見を蓄積するために，合計10の研究テーマに関する

推進した．その結果，降雨浸透・流出機構の解明，深層・表層崩壊発生機構や危険

度評価法の開発，火山地域の土砂（泥流）・流木流出機構の解明・予測技術の開発，

災害対応のためのハード・ソフト対策の検討などに関して，これまでに蓄積されて

きた研究成果，現地観測・調査，理論解析及び数値シミュレーションに基づいて実

施した．ここでは，これらの多岐にわたる項目を，メンバー間のやり取りを密にし

て研究を進めてきたが，本研究の更なる発展や質向上のためには，ハード・ソフト

の災害対応策を具現化する上で，降雨浸透や崩壊発生のメカニズムなどの素過程の

知見をより有機的に結び付けていく必要がある．また，限られた年数で行っている

ため，事例的な研究にとどまっているところが散見されることから，本研究で得ら

れた技術や知見を，より多くの火山地域に適用できるかどうかの検討が必要となる． 
 

⑪研究成果の河川砂防行政への反映 

 

本研究は，火山地域に発生の恐れのある豪雨に伴う土砂災害を対象として，多角的な研

究を推進してきた．具体的には，降雨浸透・流出機構や深層・表層崩壊発生機構の解

明・予測技術の開発，崩壊危険度評価法及び崩壊発生の限界降雨条件の検討，泥流

による危険領域の推定法，流木の生産・流出・捕捉機構と氾濫に対する影響評価法，

地球温暖化による災害外力変化の影響評価，を行うと共に，それらに基づいて，ハ

ード面・ソフト面災害対応対策技術の検討を行った．さらに，これらの技術を統合

することによって， 火山地域の土砂流出に対する予警報システムと効果的かつ効率

的な砂防施設の設計・配置を支援するシステムを提案した．それらの研究成果や予測

技術は，火山地域における土砂災害防止・軽減策をハード及びソフトの両面から推進する

ための重要な知見となり，これらを通じて河川砂防行政に貢献することが期待できる． 
 
 
 
 
 


